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Ⅴ　

公
民
連
携
Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
現
状
と
課
題
（
つ
づ
き
）

　

五　

第
三
セ
ク
タ
ー
方
式
の
概
念
と
事
業
事
例

公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
五
）

　
東
北
公
益
文
科
大
学
教
授 　

出

井

信

夫

　

は
じ
め
に

Ⅰ　

公
益
法
人
改
革
の
経
緯
と
公
益
法
人
三
法
（
90
巻
八
号
）

Ⅱ　

認
定
審
議
の
要
点
と
移
行
期
間
終
了
後
の
移
行
状
況
（
90
巻
八
号
及
び
90
巻
九
号
）

Ⅲ　

監
督
の
基
本
的
な
考
え
方
と
立
入
り
検
査
の
基
本
的
な
考
え
方
（
90
巻
十
号
）

Ⅳ　

公
民
の
役
割
分
担
と
公
民
連
携
P
P
P
―
N
P
O
、
P
F
I
、
公
益
信
託
、
第
三
セ
ク
タ
ー
（
90
巻
十
号
及
び
90
巻
十
一
号
）

Ⅴ　

公
民
連
携
P
P
P
の
現
状
と
課
題
（
90
巻
十
一
号
号
及
び
本
号
）

Ⅵ　
「 

総
務
省
」
研
究
会
「
新
し
い
公
共
」
の
概
念

Ⅶ　
「
内
閣
府
」
推
進
会
議
「
新
し
い
公
共
」
の
概
念

Ⅷ　
「
新
し
い
公
共
」
の
担
い
手

―
各
省
庁
の
取
組
み

Ⅸ　

補
完
性
の
原
理

―
「
自
助
」「
共
助
」「
公
助
」
社
会

Ⅹ　
「
自
民
党
政
府
」
の
「
共
助
社
会
」
の
概
念

Ⅺ　

企
業
の
メ
セ
ナ
・
フ
ィ
ラ
ン
ソ
ロ
ピ
ー
・
社
会
貢
献
・
C
S
R

Ⅻ　

企
業
の
C
S
R
（
企
業
の
社
会
的
責
任
）

ⅩⅢ　

ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
と
公
益
ビ
ジ
ネ
ス

ⅩⅣ　
「
公
益
」
の
発
想
と
「
公
益
」
活
動
の
源
流

ⅩⅤ　

事
業
に
お
け
る
「
公
益
」
性
と
「
収
益
」
性
の
視
点

ⅩⅥ　

先
人
に
学
ぶ
公
益
活
動
、
公
益
事
業
の
推
進

ⅩⅦ　
「
共
助
社
会
」「
公
益
社
会
」
実
現
の
デ
ザ
イ
ン

ⅩⅧ　

市
民
力
の
利
活
用
と
寄
付
金
制
度
・
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
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㈠　

わ
が
国
の
第
三
セ
ク
タ
ー
と
欧
米
諸
国
の
第
三
セ
ク
タ
ー
の
相
違

　

わ
が
国
で
は
、
第
一
セ
ク
タ
ー
の
「
行
政
部
門
」
と
第
二
セ
ク
タ
ー
の

「
民
間
部
門
」
の
共
同
出
捐
・
出
資
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
を
、「
第

三
セ
ク
タ
ー
」
と
称
す
る
。
こ
の
第
三
セ
ク
タ
ー
の
法
人
格
は
、一
般
に
、

ⅰ
公
益
法
人
三
法
に
基
づ
き
設
立
さ
れ
る
「
公
益
法
人
」「
一
般
法
人
」（
社

団
法
人
、
財
団
法
人
）
で
あ
る
か
、
あ
る
い
は
ⅱ
会
社
法
に
基
づ
き
設
立
さ

れ
る
「
営
利
法
人
」（
株
式
会
社
）
の
ど
ち
ら
か
の
法
人
形
態
で
設
立
さ
れ

る
。

　

一
般
に
、
欧
米
諸
国
で
用
い
ら
れ
て
い
る
「
第
三
セ
ク
タ
ー
」
と
は
、

「
第
一
セ
ク
タ
ー
の
公
共
セ
ク
タ
ー
で
は
な
い
」、
ま
た
「
第
二
セ
ク
タ
ー

の
民
間
営
利
セ
ク
タ
ー
で
も
な
い
」
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
、「
そ
れ
以
外
の

民
間
非
営
利
セ
ク
タ
ー
」
で
、
い
わ
ゆ
る
「
民
間
非
営
利
部
門
」
を
指
す

（〔
図―

11
〕
参
照
）。

　

㈡　
「
第
三
セ
ク
タ
ー
」
方
式
と
市
民
参
加
型
「
ジ
ョ
イ
ン
ト
セ
ク
タ
ー
」

方
式

　

各
セ
ク
タ
ー
の
概
念
、
概
要
に
つ
い
て
は
、〔
図―

12
〕
お
よ
び
〔
表―

21
〕
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

ち
な
み
に
、
自
治
体
の
出
資
・
出
捐
法
人
で
あ
る
、
い
わ
ゆ
る
第
三
セ

ク
タ
ー
方
式
に
お
け
る
施
設
整
備
事
業
手
法
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
体
別

〔図―11〕　欧米諸国の第三セクターとわが国の第三セクター

　出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働』227頁
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〔表―21〕　各セクターの概念

　（原典）　出井信夫「第 3セクターの現状と課題」
　　　　　『新潟産業大学経済学部紀要　第13号』（平成 7年 6月）
　出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働』231頁 

〔図―12〕　公共サービスの供給主体の概念図

　（原典）神戸市『昭和52年度神戸市報告書』　（昭和53年 3 月）より作成
　出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働』230頁
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公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
五
）
八
九

二
六

に
、「
典
型
的
な
第
三
セ
ク
タ
ー
方
式
」「
公
設
民
営
型
の
管
理
財
団
・
管
理
会
社
の
第
三
セ
ク
タ
ー
方
式
」
に
類
型
化
さ
れ
る
。

　

な
お
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
に
よ
り
、「
公
の
施
設
」
の
管
理
運
営
が
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
や
民
間
企
業
等
に
開
放
さ
れ
た
が
、
新
設
施
設

を
除
け
ば
、「
公
設
民
営
型
の
管
理
財
団
・
管
理
会
社
の
第
三
セ
ク
タ
ー
方
式
」
に
よ
る
施
設
が
対
象
と
さ
れ
た
こ
と
は
、
改
め
て
い
う

ま
で
も
な
い
。
第
三
セ
ク
タ
ー
の
事
業
類
型
等
に
つ
い
て
は
拙
著
﹃
都
市
・
地
域
政
策
と
公
民
連
携
・
協
働
﹄
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

㈢　

自
治
体
の
出
資
・
出
捐
法
人
の
最
新
調
査
結
果

　

最
新
の
自
治
体
出
資
・
出
捐
法
人
、
い
わ
ゆ
る
第
三
セ
ク
タ
ー
の
調
査
結
果
に
つ
い
て
概
観
す
る
。﹃
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
状
況
に
関

す
る
調
査
結
果
﹄（
平
成
二
五
年
一
二
月
一
七
日
発
表
、
調
査

時
点
：
平
成
二
五
年
三
月
三
一
日
現
在

）に
よ
る
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、
同
調
査
を
参
照
さ
れ
た
い
。
本
稿
で
は
、
概
要
に
と
ど

め
る
。

　

⑴　

調
査
対
象
法
人

　

調
査
対
象
法
人
は
次
の
法
人
で
あ
る
。

　

ⅰ　

第
三
セ
ク
タ
ー
：
地
方
公
共
団
体
が
出
資
又
は
出
え
ん（
以
下
、「
出

資
」
と
い
う
）を
行
っ
て
い
る
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
特
例
民
法
法
人

（
以
下
、「
社
団
法
人
・

財
団
法
人
」
と
い
う

）並
び
に
会
社
法
法
人

　

ⅱ　

地
方
住
宅
供
給
公
社
、
地
方
道
路
公
社
及
び
土
地
開
発
公
社（
以
下
、「
地
方
三

公
社
」
と
い
う

）

　

ⅲ　

地
方
独
立
行
政
法
人

　
「
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
調
査
対
象
法
人
」
は
八
、
〇
五
六
法
人
で
あ
る
。

　

⑵　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
数

　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
数
は
八
、
〇
五
六
法
人
（
社
団
法
人
・
財
団
法
人
三
、
四
五
六
法
人
、
会
社
法
法
人
三
、
五
一
五
法
人
、
地
方
三
公
社

九
八
一
法
人
、
地
方
独
立
行
政
法
人
一
〇
四
法
人
）
で
あ
り
、
平
成
二
四
年
度
調
査
時
（
八
、
三
〇
八
法
人
）
に
比
べ
て
二
五
二
法
人
、
約
三

・
〇
％
減
少
し
て
い
る
（〔
表―

22
〕
参
照
）。
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ま
た
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
年
次
別
設
立
数
（
暦
年
）
の
推
移
を
見
る
と
、
平
成
九
年
以
降
は

減
少
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
平
成
二
一
年
に
は
増
加
し
、
そ
の
後
は
再
び
減
少
し
て
い
る
。
地
方

独
立
行
政
法
人
法（
平
成
一
五
年
法

律
第
一
一
八
号
）が
平
成
一
六
年
か
ら
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
近
年
は
、

地
方
独
立
行
政
法
人
の
設
立
が
目
立
つ
こ
と
が
特
徴
的
で
あ
る
。

　

平
成
二
四
年
（
暦
年
）
に
新
た
に
設
立
さ
れ
た
五
七
法
人
の
内
訳
を
み
る
と
、
社
団
・
財
団

法
人
の
設
立
が
二
二
法
人
、
会
社
法
法
人
の
設
立
が
二
三
法
人
、
地
方
三
公
社
一
法
人
、
地
方

独
立
行
政
法
人
の
設
立
が
一
〇
法
人
と
な
っ
て
い
る
。

　

⑶　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
業
務
分
野

　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
業
務
分
野
は
「
地
域
・
都
市
開
発
」
が
最
も
多
く
（
一
、
三
五
一
法

人
）、
次
い
で
「
農
林
水
産
」（
一
、
二
四
二
法
人
）、「
観
光
・
レ
ジ
ャ
ー
」（
一
、
一
七
一
法
人
）

の
順
に
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
こ
の
「
地
域
・
都
市
開
発
」
事
業
の
分
類
の
う
ち
、
自
治
体

が
設
立
し
た
特
別
法
人
の
土
地
開
発
公
社
が
八
九
五
法
人
と
、
約
三
分
の
二
近
く
含
ま
れ
て
い

る
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
も
と
よ
り
、
土
地
開
発
公
社
は
第
三
セ
ク
タ
ー
で
は
な
い
と

い
う
こ
と
が
、
一
般
に
正
し
く
認
識
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
大
き
な
問
題
で
あ
る
。

　

ま
た
、「
情
報
処
理
」、「
運
輸
・
道
路
」、「
観
光
・
レ
ジ
ャ
ー
」
分
野
に
お
い
て
は
、
株
式

会
社
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
一
方
、「
国
際
交
流
」、「
公
害
・
自
然
環
境
保
全
」、「
社
会

福
祉
・
保
健
医
療
」
分
野
に
お
い
て
は
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
の
公
益
法
人
の
割
合
が
高
く

な
っ
て
い
る
こ
と
が
特
徴
的
で
あ
る
。
詳
細
は
、
同
調
査
結
果
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

各
業
務
分
野
の
分
類
に
つ
い
て
は
、〔
表―
23
〕
を
参
照
さ
れ
た
い
。

〔表―22〕　第三セクター等法人数の推移
区分 H15

調査
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

調査

第三セクター計 8,457 8,357 8,217 7,973 7,775 7,686 7,535 7,439

　 社団法人・財団法人 4,636 4,534 4,390 4,183 4,051 3,973 3,863 3,813

会社法法人 3,821 3,823 3,827 3,790 3,724 3,713 3,672 3,626

地方三公社 1,654 1,590 1,392 1,227 1,205 1,175 1,150 1,117

第三セクター及び地方三公社 10,111 9,947 9,609 9,200 8,980 8,861 8,685 8,556

独立行政法人 ― ― ― 8 27 38 44 62

10,111 9,947 9,609 9,208 9,007 8,899 8,729 8,618
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〔表―23〕　各業務分野の分類
地域・都市開発 ①土地開発公社、②土地開発等の業務を行う法人、③住宅団地・工業

団地造成事業等を行う法人、④土地区画整理協会、⑤公園協会、⑥ス
テーションビル、⑦土木工事の設計監理業務を行う法人、⑧都市計画
の調査を行う法人 等

住宅・都市サービス ①土地開発公社、②土地開発等の業務を行う法人、③住宅団地・工業
団地造成事業等を行う法人、④土地区画整理協会、⑤公園協会、⑥ス
テーションビル、⑦土木工事の設計監理業務を行う法人、⑧都市計画
の調査を行う法人 等

観光・レジャー ①観光開発公社、②観光物産振興公社、③観光振興公社、④観光バス
会社、⑤レジャー施設の管理運営を行う法人 等

農林水産 ①農地保有合理化法人、②農産物安定基金協会、③造林公社、④畜産
公社、⑤漁業公社、⑥家畜畜産物衛生指導協会、⑦牛乳検査協会、⑧
農業後継者育成協会、⑨緑化センター、⑩農業（林業・漁業）信用基
金協会、⑪林業従事者退職金共済基金、⑫水産公害対策基金、⑬第一
次産業活用村、⑭ワイン製造会社、⑮農林水産関係の特産品の製造・
販売・宣伝等を行う法人、⑯農産物・畜産物・水産物の流通業務を行
う法人 等

商工 ①中小企業振興公社、②地場産業振興センター、③高度技術振興財団
（テクノポリス開発機構等）、④工業技術振興協会、⑤中小企業情報セ
ンター、⑥コンベンションビューロー、⑦中小企業会館、⑧産業展示
館、⑨工業材料分析センター、⑩産業振興基金、⑪国際貿易センター、
⑫特産品の製造・販売・宣伝等を行う法人（農林水産関係の特産品に
関するものを除く） 等

社会福祉・保健医療 ①国民年金福祉協会（国民年金保養センターの受託運営）、②大規模
年金保養基地の受託運営を行う法人、③勤労者いこいの村の管理運営
を行う法人、④環境衛生指導センター、⑤長寿社会振興財団、⑥高齢
者問題研究協会、⑦高齢者問題研究所、⑧アイバンク・腎バンク、⑨
社会福祉基金、⑩交通事故被災者援護協会、⑪検診センター、⑫救急
医療情報センター、⑬医学総合研究所、⑭民間社会福祉施設職員共済
財団、⑮シルバー人材センター、⑯労働者福祉協会 等

生活衛生 ①水道サービス協会、②下水道公社、③一般廃棄物（ゴミ、し尿等）
及び産業廃棄物の処理を行う法人、④ゴミの減量・リサイクルの推進
を行う法人 等

公害・自然環境保全 ①公害防止協会、②自然保護財団、③緑の基金 等

情報処理 ①電子計算機センター、②流通業務サービス協会 等

国際交流 ①国際交流協会、②国際交流基金 等

その他 ①庁舎・職員会館の管理を行う法人、②行政情報センター、③消防協
会、④暴力団追放県民センター、⑤テレビ放送会社（ケーブルテレビ
会社を含む）、⑥シンクタンク（都市計画等特定の目的・業務を持つ
ものを除く）等
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⑷　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
に
対
す
る
出
資
の
状
況

　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
に
対
す
る
地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
出
資
額
は
四
兆
六
、
五
二

六
億
円
で
あ
り
、
出
資
総
額
六
兆
六
、
七
四
五
億
円
の
六
九
・
七
％
と
な
っ
て
い

る
。

　

ま
た
、
法
人
区
分
別
の
出
資
総
額
は
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
一
兆

九
八
一
億
円
、
会
社
法
法
人
に
つ
い
て
は
三
兆
一
、
六
一
〇
億
円
で
あ
り
、
こ
の
う

ち
地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
出
資
額
は
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
七
、

四
八
五
億
円
（
六
八
・
二
％
）、
会
社
法
法
人
に
つ
い
て
は
一
兆
四
、
八
八
六
億
円

（
四
七
・
一
％
）
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
地
方
独
立
行
政
法
人
に
対
す
る
出
資
総
額

は
一
兆
二
、
七
九
二
億
円
と
な
っ
て
お
り
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
に
対
す
る
出
資

総
額
を
初
め
て
上
回
っ
て
い
る
。

　

民
間
・
国
等
か
ら
の
出
資
額
は
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
三
、
四
九

六
億
円
、
会
社
法
法
人
に
つ
い
て
は
一
兆
六
、
七
二
四
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

⑸　

第
三
セ
ク
タ
ー
に
よ
る
公
の
施
設
の
管
理
運
営
状
況

　

第
三
セ
ク
タ
ー
六
、
九
七
一
法
人
（
社
団
法
人
・
財
団
法
人
等
は
三
、
四
五
六
法
人
、

会
社
法
法
人
は
三
、
五
一
五
法
人
）
に
お
い
て
、
指
定
管
理
者
と
し
て
公
の
施
設
の
管

理
運
営
を
行
っ
て
い
る
法
人
は
二
、
六
七
〇
法
人
あ
り
、
第
三
セ
ク
タ
ー
全
体
の
三

八
・
三
％
に
あ
た
る
（〔
表―
24
〕
参
照
）。

　

業
務
分
野
別
に
見
る
と
、「
観
光
・
レ
ジ
ャ
ー
」
及
び
「
教
育
・
文
化
」
に
お
い

〔表―24〕　公の施設の管理運営における法人形態別状況

区分

平成25年度調査 平成24年度調査

全体法人数 指定管理たる法人 全体法人数 指定管理たる法人

構成比 構成比

社団法人・財団法人 3,456 1,468 42.5％ 3,616 1,528 42.3％

公益・一般社団法人 167 39 23.4％ 87 17 19.5％

公益・一般財団法人 1,630 753 46.2％ 840 401 47.7％

特例民法法人 1,659 676 40.7％ 2,689 1,110 41.3％

会社法法人 3,515 1,202 34.2％ 3,565 1,205 33.8％

株式会社 3,252 1,059 32.6％ 3,294 1,059 32.1％

その他会社法法人 263 143 54.4％ 271 146 53.9％

総　計 6,971 2,670 38.3％ 7,181 2,733 38.1％
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三
〇

て
、
指
定
管
理
者
た
る
法
人
の
割
合
が
他
の
分
野
と
比
べ
て
高
く
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
社
団
法
人
・
財
団
法
人
等
の
公
益
法
人
に
つ
い
て
み
る
と
、
公
益
法
人
数
三
、
四
五
六
法
人
の
う
ち
、
指
定
管
理
者
と
し
て
公
の

施
設
の
管
理
運
営
を
行
っ
て
い
る
法
人
は
一
、
四
六
八
法
人
で
、
四
二
・
五
％
と
、
半
数
近
い
公
益
法
人
が
指
定
管
理
者
と
な
っ
て
い
る

点
が
特
徴
的
で
あ
る
。

　

⑹　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
経
営
状
況

　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
う
ち
、
ⅰ
地
方
公
共
団
体
等
の
出
資
割
合
が
二
五
％
以
上
の
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
会
社
法
法
人
、
ⅱ
出
資

割
合
が
二
五
％
未
満
で
あ
る
も
の
の
財
政
的
支
援
（
（（
（

を
受
け
て
い
る
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
会
社
法
法
人
、
ⅲ
地
方
三
公
社
、
ⅳ
地
方

独
立
行
政
法
人
の
六
、
八
一
六
法
人
か
ら
二
九
法
人
（
（（
（

を
除
い
た
六
、
七
八
七
法
人（
以
下
、「
経
営
状
況
等
調

査
対
象
法
人
」
と
い
う

）を
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。
経
営

状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
第
三
セ
ク
タ
ー
（
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
会
社
法
法
人
）
に
つ
い
て
は
、
三
、
四
二
九
法
人
（
六
〇

・
一
％
）
が
黒
字
、二
、二
七
六
法
人
（
三
九
・
九
％
）
が
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。
地
方
三
公
社
に
つ
い
て
は
、五
四
三
法
人
（
五
五
・
五
％
）

が
黒
字
、
四
三
五
法
人
（
四
四
・
五
％
）
が
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。

　

⑺　

財
政
的
支
援
の
状
況
（
平
成
二
四
年
三
月
三
一
日
時
点
の
直
近
の
財
務
諸
表
等
に
よ
る
）

　

地
方
公
共
団
体
か
ら
の
補
助
金
交
付
額
の
状
況
に
つ
い
て
、
経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
第
三
セ
ク
タ
ー
（
社
団
法
人
・
財

団
法
人
及
び
会
社
法
法
人
）
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
か
ら
補
助
金
を
交
付
さ
れ
て
い
る
法
人
は
二
、
五
九
八
法
人
（
四
五
・
五
％
）
で

あ
り
、
交
付
総
額
は
二
、
四
八
三
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

⑻　

地
方
公
共
団
体
か
ら
の
借
入
残
高
の
状
況

　

経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
第
三
セ
ク
タ
ー
（
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
会
社
法
法
人
）
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
か
ら

の
借
入
残
高
を
有
す
る
法
人
は
五
三
一
法
人
（
九
・
三
％
）
で
あ
り
、
借
入
残
高
は
三
兆
三
三
三
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

社
団
法
人
・
財
団
法
人
で
は
二
五
五
法
人
（
七
・
九
％
）
が
、
会
社
法
法
人
で
は
二
七
六
法
人
（
一
一
・
一
％
）
が
地
方
公
共
団
体
か
ら
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一

の
借
入
残
高
を
有
し
て
い
る
。

　

⑼　

地
方
公
共
団
体
以
外
か
ら
の
借
入
金
と
損
失
補
償
・
債
務
保
証
の
状
況

　

経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
以
外
か
ら
の
借
入
残
高
を
有
す
る
法
人
は
一
、
九
一
六
法
人
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
損
失
補
償
・
債
務
保
証
が
付
さ
れ
て
い
る
債
務
残
高（
以
下
、「
損
失
補
償
・
債

務
保
証
付
き
債
務
残
高
」）を
有
す
る
法
人
は
八
八
二
法
人

と
な
っ
て
い
る
。

　

地
方
公
共
団
体
以
外
か
ら
の
借
入
残
高
の
総
額
は
、
七
兆
五
、
四
三
九
億
円
と
前
年
度
か
ら
九
、
八
八
一
億
円
減
少
し
て
お
り
、
そ
れ

に
伴
い
、
損
失
補
償
・
債
務
保
証
付
き
債
務
残
高
も
七
、
四
九
二
億
円
減
少
し
て
い
る
。

　

損
失
補
償
・
債
務
保
証
付
き
債
務
残
高
は
全
体
で
四
兆
九
、
六
三
五
億
円
で
あ
り
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
が
九
、
六
七
三
億
円
、
会

社
法
法
人
が
二
、
八
四
三
億
円
、
地
方
三
公
社
が
三
兆
七
、
一
一
九
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
地
方
道
路
公
社
と
土
地
開
発
公
社
の
債
務
保
証
付
き
債
務
残
高
は
三
兆
三
、
六
八
四
億
円
（
五
〇
九
法
人
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

業
務
分
野
別
で
み
る
と
、
損
失
補
償
・
債
務
保
証
付
き
債
務
残
高
を
有
す
る
法
人
数
は
「
地
域
・
都
市
開
発
」（
五
五
二
法
人
）
が
最
も

多
く
、
次
い
で
「
農
林
水
産
」（
一
一
〇
法
人
）
と
な
っ
て
い
る
。
特
に
、「
地
域
・
都
市
開
発
」
に
お
い
て
は
地
方
公
共
団
体
以
外
か
ら

の
借
入
残
高
を
有
す
る
法
人
の
う
ち
、
八
七
・
五
％
が
損
失
補
償
・
債
務
保
証
付
き
の
借
入
を
行
っ
て
い
る
。

　

損
失
補
償
・
債
務
保
証
付
き
債
務
残
高
で
は
「
運
輸
・
道
路
」（
二
兆
一
、
一
八
三
億
円
、
四
二
・
七
％
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
地

域
・
都
市
開
発
」（
一
兆
七
、
一
七
六
億
円
、
三
四
・
六
％
）
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
二
分
野
で
全
体
の
七
七
・
三
％
を
占
め
て
い
る
。

　

⑽　

委
託
料
の
状
況
（
平
成
二
四
年
三
月
三
一
日
時
点
の
直
近
の
財
務
諸
表
等
に
よ
る
）

　

経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
第
三
セ
ク
タ
ー
（
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
会
社
法
法
人
）
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
か
ら

委
託
料
収
入
が
あ
る
法
人
は
三
、
五
七
二
法
人
（
六
二
・
六
％
）
で
あ
り
、
そ
の
総
額
は
八
、
〇
八
四
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
委
託
料
収
入
が
あ
る
法
人
数
の
割
合
を
業
務
分
野
別
に
み
る
と
、「
情
報
処
理
」（
七
八
・
二
％
）
が
最
も
高
く
、「
教
育
・
文
化
」（
七
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三
二

七
・
八
％
）
が
続
き
、
委
託
料
収
入
額
を
業
務
分
野
別
に
み
る

と
「
教
育
・
文
化
」（
二
、
二
三
三
億
円
）
が
最
も
多
く
、「
生

活
衛
生
」（
一
、
八
五
六
億
円
）
が
続
い
て
い
る
。

　

⑾　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
情
報
公
開
等
の
状
況

　

経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
や
第

三
セ
ク
タ
ー
等
が
主
体
と
な
り
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
広
報
誌
等

へ
の
掲
載
や
地
方
公
共
団
体
の
庁
舎
・
法
人
事
務
所
等
へ
の
備

え
付
け
常
時
開
示
等
に
よ
り
経
営
状
況
等
の
情
報
開
示
を
行
っ

て
い
る
法
人
の
割
合
は
七
九
・
四
％
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う

ち
、
都
道
府
県
の
出
資
に
係
る
も
の
は
九
五
・
七
％
、
指
定
都

市
の
出
資
に
係
る
も
の
は
九
八
・
五
％
、
市
区
町
村
の
出
資
に

係
る
も
の
は
七
一
・
二
％
と
な
っ
て
い
る
（〔
表―

25
〕
参

照
）。

　

ま
た
、
条
例
・
要
綱
等
に
よ
り
情
報
公
開
を
定
め
て
い
る
第

三
セ
ク
タ
ー
等
の
割
合
は
、
都
道
府
県
の
出
資
に
係
る
も
の
は

七
九
・
二
％
、
指
定
都
市
の
出
資
に
係
る
も
の
は
八
七
・
五

％
、
市
区
町
村
の
出
資
に
係
る
も
の
は
三
三
・
九
％
と
な
っ
て

い
る
（〔
表―

26
〕
参
照
）。

　

一
方
、
経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、
経
営
に
関
す

〔表―25〕　情報公開に関する状況

区分

25年度調査 24年度調査

全体法人数 情報公開を行って 全体法人数 情報公開を行って
いる法人数 構成比 いる法人数 構成比

都道府県 1,740 1,666 95.7％ 1,789 1,711 95.6％

指定都市 464 457 98.5％ 468 462 98.7％

市区町村 4,583 3,263 71.2％ 4,784 3,396 71.0％

総計 6,787 5,386 79.4％ 7,041 5,569 79.1％

〔表―26〕　条例・要綱等設置状況

区分

25年度調査 24年度調査

全体法人数 条例・要綱等を設けて 全体法人数 条例・要綱等を設けて
いる法人数 構成比 いる法人数 構成比

都道府県 1,740 1,378 79.2％ 1,789 1,419 79.3％

指定都市 464 406 87.5％ 468 417 89.1％

市区町村 4,583 1,555 33.9％ 4,784 1,621 33.9％

総計 6,787 3,339 49.2％ 7,041 3,457 49.1％
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三
三

る
有
識
者
等
か
ら
構
成
さ
れ
る
委
員
会
等
に
よ
り
、
定
期
的
に
経
営
の
点
検
評
価
が
実
施
さ
れ
て
い
る
法
人
は
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
全
体

で
一
、
七
八
八
法
人
（
二
六
・
三
％
）
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
都
道
府
県
の
出
資
に
係
る
も
の
で
は
五
二
・
一
％
、
指
定
都
市
の

出
資
に
係
る
も
の
で
は
七
八
・
〇
％
と
な
っ
て
い
る
が
、
市
区
町
村
の
出
資
に
係
る
も
の
で
は
一
一
・
三
％
と
低
く
な
っ
て
い
る
。
な

お
、
そ
の
他
の
法
人
に
つ
い
て
、
委
員
会
等
に
よ
ら
ず
に
定
期
的
に
点
検
評
価
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
。

　

ま
た
経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
の
う
ち
、地
方
独
立
行
政
法
人
一
〇
四
法
人
を
除
い
た
六
、六
八
三
法
人
に
、三
法
人
（
（（
（

を
加
え
た
六
、

六
八
六
法
人
を
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。

　

平
成
二
〇
年
六
月
以
降
に
、
当
該
法
人
の
事
業
の
意
義
・
採
算
性
等
を
検
証
す
る
た
め
の
委
員
会
や
検
討
会
等
を
設
置
し
た
（
し
て
い

る
）
法
人
の
数
は
、
一
、
五
八
九
法
人
（
二
三
・
八
％
）
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
設
置
し
て
い
な
い
法
人
に
つ
い
て
、
そ
の
理
由
は
、「
当

該
法
人
が
地
方
公
共
団
体
の
財
政
に
与
え
る
リ
ス
ク
が
小
さ
い
た
め
」
と
し
た
の
が
二
、
六
三
八
法
人
（
五
一
・
八
％
）
と
最
も
多
く
、

「
公
共
性
が
高
い
た
め
に
存
廃
を
議
論
す
る
余
地
が
な
い
」
と
し
た
の
が
一
、
〇
一
四
法
人
（
一
九
・
九
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

⑿　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
統
廃
合
等
の
状
況
（
平
成
二
三
年
度
中
）

　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
統
廃
合
等
の
状
況
を
み
る
と
、
平
成
二
四
年
度
中
の
廃
止
が
二
四
三
件
、
統
合
が
一
九
件
（
統
合
前
五
一
法
人
、

統
合
後
一
九
法
人
）、
出
資
引
き
揚
げ
が
四
六
件
と
な
っ
て
お
り
、
統
廃
合
等
に
よ
り
三
二
一
法
人
減
少
し
て
い
る
。

　

そ
の
理
由
に
つ
い
て
み
る
と
、
廃
止
の
場
合
は
「
既
に
事
業
の
目
的
を
達
成
し
て
い
る
た
め
」、
統
合
の
場
合
は
「
組
織
の
効
率
化
、

経
営
の
合
理
化
等
の
た
め
」、
出
資
引
き
揚
げ
の
場
合
は
、「
公
益
法
人
制
度
改
革
に
伴
い
寄
附
等
に
よ
り
出
資
金
の
返
還
を
受
け
る
等
し

た
た
め
」
が
最
も
多
く
な
っ
て
い
る
（〔
表―

27
〕
参
照
）。

　

⒀　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
法
的
整
理
の
状
況
（
平
成
二
三
年
度
中
）

　

平
成
二
四
年
度
中
に
法
的
整
理
を
申
し
立
て
た
第
三
セ
ク
タ
ー
は
一
一
法
人
と
な
っ
て
お
り
、
社
団
法
人
・
財
団
法
人
が
二
法
人
、
会

社
法
法
人
が
八
法
人
、
地
方
住
宅
供
給
公
社
が
一
法
人
と
な
っ
て
い
る
。
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㈣　

自
治
体
出
捐
法
人
と
指
定
管
理
問
題

　

自
治
体
が
出
資
・
出
捐
し
た
公
益
法
人
及
び
営
利
法
人
に
お
け
る
指
定
管
理
問
題
に
つ

い
て
、
と
り
わ
け
、
各
都
道
府
県
の
公
益
認
定
等
審
議
会
に
お
い
て
大
き
な
問
題
と
な
っ

て
い
た
、
自
治
体
が
出
捐
し
た
公
益
法
人
に
お
け
る
﹃
指
定
管
理
制
度
の
概
要
﹄
な
ど
に

つ
い
て
概
説
す
る
。

　

⑴　

指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
経
緯

　
「
公
の
施
設
」、
す
な
わ
ち
、「
公
共
施
設
の
管
理
運
営
」
に
関
す
る
条
文
に
関
し
て
、

地
方
自
治
法
に
お
い
て
は
法
の
制
定
か
ら
三
回
の
法
改
正
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

ま
ず
、
昭
和
二
二
（
一
九
四
七
）
年
の
地
方
自
治
法
の
制
定
時
に
は
、
二
四
四
条
「
公

の
施
設
」
の
項
目
は
存
在
し
て
い
な
い
。
財
務
の
中
の
一
節
と
し
て
、「
財
産
及
び
営
造

物
」
に
冠
す
る
概
念
に
係
る
事
項
と
し
て
整
理
さ
れ
て
い
た
だ
け
で
あ
る
。
ま
た
、
設
置

管
理
の
主
体
に
つ
い
て
も
自
治
体
の
み
が
想
定
さ
れ
、
管
理
委
託
に
つ
い
て
は
消
極
的
な

扱
い
と
さ
れ
て
い
た
。

　

昭
和
三
八
（
一
九
六
三
）
年
の
地
方
自
治
法
の
改
正
で
、
は
じ
め
て
「
公
の
施
設
」
に

関
す
る
項
目
が
新
設
さ
れ
た
。
こ
の
法
改
正
に
お
い
て
は
、
施
設
の
設
置
、
整
備
に
つ
い

て
は
自
治
体
の
責
務
で
あ
る
と
示
さ
れ
る
一
方
、
そ
の
管
理
に
つ
い
て
業
務
委
託
制
度
が

は
じ
め
て
導
入
さ
れ
た
。
た
だ
し
、
業
務
委
託
先
に
つ
い
て
は
、
一
部
事
務
組
合
な
ど
の

「
公
共
団
体
」
や
社
会
福
祉
協
議
会
な
ど
の
「
公
共
的
団
体
」
の
み
に
限
定
さ
れ
て
い

た
。

〔表―27〕　第三セクター等の統廃合等の状況

区分
理由

件数
ア イ ウ エ オ カ キ

H25廃止法人 92 13 5 69 12 0 52 243

H24廃止法人 52  6 8 43 10 0 41 160

（理由）
ア　既に事業の目的を達成（予定していた業務が終了）しているため
イ　他に類似の業務を行う第三セクター等があるため
ウ　経営状況は順調であったが、事業の目的が達成できないため
エ　経営状況が低調で、改善が困難であるため
オ　指定管理者制度の活用により、業務が失われたため
カ　市町村合併のため
キ　その他
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平
成
三
（
一
九
九
一
）
年
に
は
、
こ
れ
ら
の
業
務
委
託
先
に
、「
自
治
体
が
二
分
の
一
以
上
出
資
し
て
い
る
法
人
」
が
加
え
ら
れ
、
公
益

法
人
や
会
社
法
法
人
等
、
い
わ
ゆ
る
自
治
体
の
外
郭
団
体
と
呼
ば
れ
る
第
三
セ
ク
タ
ー
等
へ
、
施
設
の
管
理
委
託
が
可
能
と
な
っ
た
。
と

同
時
に
、
こ
の
改
正
で
は
「
利
用
料
金
制
度
」
が
導
入
さ
れ
、
管
理
受
託
者
が
直
接
利
用
料
金
を
受
け
取
り
、
自
ら
の
収
入
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

そ
の
後
、
平
成
一
五
（
二
〇
〇
三
）
年
に
、
指
定
管
理
者
制
度
が
創
設
さ
れ
、
公
の
施
設
の
管
理
を
公
共
的
な
団
体
に
限
定
す
る
こ
と

な
く
、
民
間
事
業
者
に
ま
で
広
く
委
託
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

　

ち
な
み
に
、指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
は
、平
成
一
八
年
九
月
ま
で
に
実
施
さ
れ
る
も
の
と
さ
れ
た
。
一
般
に
、自
治
体
に
お
い
て
は
、

年
度
の
途
中
に
お
け
る
事
業
開
始
は
避
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
平
成
一
八
年
四
月
か
ら
導
入
し
た
ケ
ー
ス
が
比
較
的
多
い
。
ま
た
、
制
度

が
導
入
さ
れ
た
第
一
期
の
期
間
は
試
験
導
入
的
な
意
味
あ
い
も
あ
り
、
指
定
管
理
者
期
間
を
三
年
間
と
し
た
ケ
ー
ス
が
比
較
的
多
い
と
い

え
よ
う
。
平
成
二
〇
年
度
末
に
指
定
期
間
の
終
了
に
伴
い
再
選
定
、
さ
ら
に
平
成
二
五
年
七
月
本
稿
執
筆
現
在
で
は
、
再
再
選
定
と
な
る

公
の
施
設
が
比
較
的
多
い
と
い
え
よ
う
。

　

本
稿
で
は
、
指
定
管
理
者
制
度
に
関
す
る
経
緯
、
導
入
に
あ
た
っ
て
の
選
定
委
員
会
な
ど
に
関
す
る
問
題
、
課
題
な
ど
の
論
述
に
つ
い

て
は
省
略
す
る
（
（（
（

。

　

⑵　

制
度
導
入
直
後
の
実
態

　

指
定
管
理
者
制
度
が
導
入
さ
れ
た
平
成
一
八
年
二
月
現
在
に
お
け
る
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
状
況
は
、「
公
の
施
設
の

指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
状
況
に
関
す
る
調
査
結
果
」（
総
務
省
行
政
局
行
政

課
、
平
成
一
九
年
一
月
）に
よ
れ
ば
、大
要
、次
の
と
お
り
で
あ
る
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、

同
調
査
報
告
書
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

ⅰ　

指
定
管
理
者
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
施
設
の
数
は
、
六
一
、
五
六
五
施
設
あ
る
。

　

ⅱ　

全
国
で
は
、
約
二
割
、
一
一
、
二
五
二
施
設
で
民
間
企
業
等
が
指
定
管
理
者
に
指
定
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、「
民
間
企
業
等
」
の
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内
訳
は
、
株
式
会
社
・
有
限
会
社
が
一
一
・
〇
％
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
が
一
・
七
％
、
そ
の
他
（
企
業
体
、
医
療
法
人
、
学
校
法
人
等
）
が
五
・

六
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

ⅲ　

都
道
府
県
、
指
定
都
市
で
は
施
設
の
約
五
割
、
市
区
町
村
で
は
約
二
割
が
公
募
に
よ
り
指
定
管
理
者
を
選
定
し
て
い
る
。

　

⑶　

最
近
の
制
度
導
入
の
状
況

　

最
近
の
制
度
導
入
の
状
況
に
つ
い
て
、
平
成
二
四
年
一
一
月
六
日（
総
務
省
報

道
資
料

）に
発
表
さ
れ
た
﹃
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入

状
況
等
に
関
す
る
調
査
結
果
﹄
を
概
観
す
る
と
、大
要
、次
の
と
お
り
で
あ
る
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、同
調
査
報
告
書
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度
は
、
平
成
一
五
年
の
地
方
自
治
法
改
正
で
導
入
さ
れ
て
以
来
、
ま
も
な
く
一
〇
年
を
迎
え
る
。
こ
の

間
、
導
入
施
設
数
が
増
加
す
る
一
方
、
留
意
す
べ
き
点
も
明
ら
か
に
な
っ
て
き
た
た
め
、
平
成
二
二
年
一
二
月
二
八
日
に
運
用
に
関
す
る

通
知
が
発
出
さ
れ
た
。
本
調
査
は
、
こ
の
通
知
の
項
目
も
含
め
て
、
平
成
二
四
年
四
月
一
日
現
在
に
お
け
る
各
地
方
公
共
団
体
の
指
定
管

理
者
制
度
の
導
入
状
況
等
を
調
査
し
た
も
の
で
あ
る
。
調
査
時
点
は
平
成
二
四
年
四
月
一
日
現
在
（
前
回
調
査
は
平
成
二
一
年
四
月
一
日
現

在
）
で
あ
り
、
調
査
対
象
団
体
は
都
道
府
県
、
政
令
指
定
都
市
、
市
区
町
村
で
あ
る
。

　

調
査
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
要
約
す
る
と
、
次
の
よ
う
な
状
況
で
あ
る
。

　

ⅰ　

指
定
管
理
者
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
施
設
数
は
七
三
、
四
七
六
施
設
で
あ
る
（〔
表―

28
〕
参
照
）。

　

ⅱ　

三
割
の
施
設
で
民
間
企
業
等
（
株
式
会
社
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
学
校
法
人
、
医
療
法
人
等
）
が
指
定
管
理
者
に
な
っ
て
い
る
（〔
表―

29
〕

参
照
）。

　

ⅲ　

指
定
期
間
は
長
期
化
の
傾
向
に
あ
り
、「
前
回
の
指
定
期
間
よ
り
も
長
い
」
施
設
が
約
三
割
で
あ
る
（〔
表―

30
〕
参
照
）。

　

ⅳ　

 

公
募
は
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
の
約
六
割
、
市
区
町
村
の
約
四
割
で
実
施
し
て
い
る
（〔
表―

31
〕
参
照
）。

　

ⅴ　

 

選
定
基
準
は
「
サ
ー
ビ
ス
向
上
」
が
最
多
、
次
い
で
「
業
務
遂
行
能
力
」「
管
理
経
費
の
節
減
」
と
な
っ
て
い
る
（〔
表―

32
〕
参

照
）。
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ⅵ　

指
定
管
理
者
の
評

価
は
、
約
七
割
の
施
設
で

実
施
し
て
い
る
（〔
表―

33
〕
参
照
）。

　

ⅶ　

リ
ス
ク
分
担
に
関

す
る
各
事
項
に
つ
い
て
、

約
八
～
九
割
の
施
設
で
選

定
時
や
協
定
等
に
提
示
し

て
い
る
（〔
表―

34
〕
参

照
）。

　

ⅷ　

労
働
法
令
の
遵
守

や
雇
用
・
労
働
条
件
へ
の

配
慮
に
つ
い
て
、
約
六
割

の
施
設
で
選
定
時
や
協
定

等
に
提
示
し
て
い
る

（〔
表―

35
〕
参
照
）。

　

ⅸ　

個
人
情
報
保
護
へ

の
配
慮
規
定
に
つ
い
て
、

約
九
割
の
施
設
で
選
定
時

〔表―28〕　�指定管理者制
度導入施設数

都道府県  7,123施設

指定都市  7,641施設

市区町村 58,712施設

合計 73,476施設

・ 前回調査（70,022施設 ）から、
3,454施設の増加

〔表―29〕　�導入施設に占める指定
管理の民間等の割合

都道府県  2,304施設（32.3％）

指定都市  3,077施設（40.3％）

市区町村 19,003施設（32.4％）

合計 24,384施設（33.2％）

・ （　）内は、各区分の導入施設に占める割合
・ 前回調査（29.3％）から3.9ポイントの増加

〔表―30〕　�指定期間の
状況

3 年 22.3％

4 年 10.1％

5 年 56.0％

合計 88.4％

・ 「5年 」 の割合が、 前回調査
（47.3％）から8.7ポイント増加
・ 「前回の指定期間よりも長い」（指
定期間の変更状況）は新規調査
項目

〔表―31〕　公募の状況
都道府県 63.8％

指定都市 63.3％

市区町村 38.9％

合計 43.8％

・ 前回調査（都道府県57.9％、指
定都市55 .8％、 市区町村36 .0
％、全体40.0％）とほぼ同じ

〔表―32〕　�選定基準
施設のサービス向上に関すること 95.3％

団体の業務遂行能力に関すること 94.0％

施設の管理経費の節減に関すること 92.4％

施設の平等な利用の確保に関すること 89.8％

・新規調査項目（複数回答）
・選定基準を事前公表している施設について調査

〔表―33〕　�指定管理者の
評価の状況

都道府県 99.9％

指定都市 96.7％

市区町村 66.1％

合計 72.5％

・ 前回調査（61.4％）から11.1ポイ
ントの増加
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や
協
定
等
に
提
示
し
て
い
る

（〔
表―

36
〕
参
照
）。

　

ⅹ　

指
定
管
理
者
の
指
定

の
取
消
し
等
は
、
二
、
四
一

五
施
設
（〔
表―

37
〕
参
照
）

　

㈤　

外
郭
団
体
等
の
公
益

認
定
等
に
関
す
る
基
本
的
考

え
方

　

神
奈
川
県
公
益
認
定
等
審

議
会
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
審

議
を
踏
ま
え
て
、「
外
郭
団

体
等
の
公
益
認
定
等
に
関
す

る
基
本
的
考
え
方
」
を
決
定

し
た
こ
と
か
ら
、
自
治
体
出

捐
法
人
に
対
す
る
基
本
的
な

考
え
方
に
つ
い
て
、「
本
件

の
公
表
は
、
審
議
会
に
お
い

て
議
論
と
な
っ
た
論
点
の
う

ち
、
同
種
の
法
人
に
有
益
な

〔表―34〕　リスク分担に関する各事項
必要な体制 
の整備　　

地方公共団
体への損害 
賠償　　　

利用者への
損害賠償　

修繕関連 備品関連 緊急時の対
応　　　　

都道府県 98.8％ 77.2％ 77.3％ 77.6％ 75.8％ 73.8％

指定都市 96.6％ 98.5％ 95.5％ 99.7％ 96.0％ 98.2％

市区町村 81.7％ 91.3％ 92.4％ 96.3％ 89.3％ 87.2％

合計 84.9％ 90.7％ 91.2％ 94.9％ 88.7％ 87.1％

・ 前回調査では、「必要な体制の整備」「損害賠償責任」の協定等への記載の有無を調査したところ、「必
要な体制の整備」：76.2％、「損害賠償責任」：82.2％

〔表―35〕　�労働法令の遵守や
雇用・労働条件へ
の配慮

都道府県 84.9％

指定都市 84.3％

市区町村 55.4％

合計 61.2％

・新規調査項目

〔表―36〕　�個人情報保護への
配慮規定

都道府県 100.0％

指定都市 100.0％

市区町村  94.2％

合計  95.4％

・新規調査項目

〔表―37〕　指定管理者の指定の取消し等
指定の取消 業務の停止 指定管理の取りやめ 合計

都道府県 153施設 7施設 447施設 607施設

指定都市 43施設 0施設 41施設 84施設

市区町村 635施設 44施設 1,045施設 1,724施設

合計 831施設 51施設 1,533施設 2,415施設

・期間：平成21年 4 月 2 日～平成24年 4 月 1 日
・前回調査（2,100施設）から315施設の増加



（
第
91
巻　

第
二
号
）

論　

説　
　

公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
五
）
一
〇
二

三
九

情
報
を
積
極
的
に
公
開
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
円
滑
な
移
行
の
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
り
ま
す
」
と
、
公
表
さ
れ
て
い
る
。

詳
細
に
つ
い
て
は
、
本
稿
で
は
省
略
す
る
。
神
奈
川
県
公
益
認
定
等
審
議
会
の
資
料
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

㈥　

指
定
管
理
者
制
度
導
入
に
お
け
る
今
後
の
課
題

　

当
初
の
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
に
お
い
て
、
都
道
府
県
、
政
令
指
定
都
市
に
お
け
る
施
設
の
約
五
割
程
度
（
市
区
町
村
は
約
二
割
）

が
公
募
さ
れ
た
に
す
ぎ
な
い
。
ま
た
、
第
三
者
機
関
に
よ
る
「
選
定
委
員
会
」
が
開
催
さ
れ
て
指
定
管
理
者
を
選
定
し
た
施
設
は
必
ず
し

も
多
く
は
な
い
。

　

こ
の
理
由
に
つ
い
て
は
さ
ま
ざ
ま
な
理
由
が
あ
げ
ら
れ
る
が
、
中
で
も
、
こ
れ
ま
で
実
際
に
公
の
施
設
を
管
理
運
営
し
て
き
た
、
い
わ

ゆ
る
自
治
体
出
資
法
人
で
あ
る
公
益
法
人
な
ど
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
法
人
に
対
し
継
続
し
て
随
意
契
約
を
す
る
た
め
、
と
い
う
理
由
が
最

大
の
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
。

　

こ
れ
ま
で
の
経
緯
や
過
渡
期
の
暫
定
的
な
措
置
と
し
て
や
む
を
得
な
か
っ
た
と
は
い
え
、
指
定
管
理
者
の
更
新
に
あ
た
っ
て
は
、
公
募

も
せ
ず
に
、
ま
た
第
三
者
委
員
会
等
に
お
け
る
選
定
を
し
な
い
ま
ま
で
、
自
治
体
の
職
員
に
よ
る
委
員
会
等
に
よ
り
、
無
条
件
で
指
定
管

理
者
を
継
続
、
選
定
す
る
と
い
う
不
明
瞭
な
事
態
が
な
い
こ
と
を
願
う
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、
選
定
の
更
新
に
お
い
て
は
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
な
ど
利
用
者
の
意
見
聴
取
も
重
視
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
は
論
を
ま
た
な
い
。

　

公
の
施
設
の
管
理
運
営
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
直
営
方
式
を
続
け
る
場
合
に
お
い
て
も
、
利
用
者
の
意
見
聴
取
を
取
り
入
れ
る
こ

と
に
よ
り
、
施
設
整
備
の
目
的
で
あ
る
公
共
公
益
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
資
す
る
と
と
も
に
、
施
設
の
よ
り
よ
い
管
理
運
営
を
目
指
す
こ
と

が
肝
要
で
あ
る
。

　

ま
た
、
施
設
管
理
者
が
自
治
体
出
資
法
人
で
、
か
つ
財
団
法
人
の
よ
う
な
公
益
法
人
の
場
合
や
株
式
会
社
等
の
場
合
、
あ
る
い
は
民
間

企
業
等
の
場
合
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
医
療
法
人
等
の
非
営
利
法
人
の
場
合
な
ど
、
指
定
管
理
者
の
法
人
形
態
に
よ
っ
て
は
、
課
税
対
象
と
な

る
法
人
で
あ
る
か
否
か
の
相
違
が
あ
る
点
に
関
し
て
も
、
十
分
に
議
論
す
る
重
要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
を
失
念
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
を
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付
言
し
て
お
き
た
い
。
こ
れ
ら
の
諸
問
題
を
論
述
す
る
こ
と
は
、
本
稿
で
は
紙
幅
の
関
係
で
困
難
で
あ
る
。
公
益
法
人
の
公
益
認
定
と
絡

み
、
法
人
に
対
す
る
課
税
問
題
は
重
要
な
問
題
で
あ
る
こ
と
の
み
指
摘
し
て
お
き
た
い
。

　

㈦　
「
公
設
民
営
」
と
の
係
わ
り
に
お
け
る
課
題

　

近
年
、
公
の
施
設
の
管
理
運
営
に
お
い
て
は
、
自
治
体
が
施
設
整
備
を
行
い
、
管
理
運
営
に
つ
い
て
は
自
治
体
出
資
法
人
で
あ
る
公
益

法
人
等
を
設
立
し
て
行
う
事
例
が
多
く
み
ら
れ
る
。

　

こ
の
理
由
は
、
平
成
三
年
に
地
方
自
治
法
が
改
正
さ
れ
、
公
の
施
設
の
管
理
運
営
に
お
け
る
業
務
委
託
先
に
、「
自
治
体
が
二
分
の
一

以
上
出
資
し
て
い
る
法
人
」
が
加
え
ら
れ
た
こ
と
に
よ
る
。

　

公
の
施
設
の
性
格
や
機
能
、
内
容
に
も
よ
る
が
、
都
道
府
県
等
に
お
け
る
施
設
に
つ
い
て
は
、
公
益
法
人
で
あ
る
財
団
法
人
等
が
設
立

さ
れ
管
理
運
営
さ
れ
る
例
が
多
く
、
市
区
町
村
に
お
い
て
は
株
式
会
社
等
が
設
立
さ
れ
管
理
運
営
さ
れ
る
例
が
多
い
傾
向
に
あ
る
。

　
「
公
設
民
営
」
に
関
し
て
は
、
基
本
的
に
、
自
治
体
の
出
資
法
人
で
あ
る
公
益
法
人
、
ま
た
株
式
会
社
、
さ
ら
に
は
指
定
管
理
者
制
度

と
の
関
係
に
併
せ
て
議
論
す
る
必
要
が
あ
る
。
指
定
管
理
者
制
度
、
ま
た
自
治
体
出
資
法
人
等
と
の
係
わ
り
に
お
け
る
議
論
な
ど
に
関
し

て
は
、
前
述
の
拙
著
﹃
指
定
管
理
者
制
度
﹄
お
よ
び
﹃
最
新
事
例　

指
定
管
理
者
制
度
の
現
場
﹄
が
参
考
と
な
る
。
ま
た
、
自
治
体
の
出

資
法
人
で
あ
る
第
三
セ
ク
タ
ー
等
に
関
す
る
議
論
に
つ
い
て
は
、
拙
著
（
（（
（

を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

こ
の
よ
う
に
、「
公
設
民
営
」
と
の
関
係
に
つ
い
て
も
、
公
益
法
人
の
事
業
に
対
す
る
公
益
認
定
の
観
点
よ
り
重
要
な
問
題
が
あ
る
が
、

本
稿
で
は
問
題
点
な
ど
を
指
摘
す
る
に
と
ど
め
る
。

　

ち
な
み
に
、
本
稿
で
詳
解
し
た
公
益
法
人
改
革
と
の
係
わ
り
に
つ
い
て
、
指
定
管
理
者
制
度
に
関
す
る
経
緯
、
制
度
導
入
に
あ
た
っ
て

の
選
定
委
員
会
な
ど
に
関
す
る
問
題
、
課
題
、
ま
た
自
治
体
出
資
法
人
等
と
の
係
わ
り
に
お
け
る
議
論
な
ど
に
関
し
て
は
、
拙
著
（
（（
（

が
参
考

に
な
る
。
ま
た
、
自
治
体
の
出
資
法
人
で
あ
る
公
益
法
人
お
よ
び
会
社
法
法
人
等
の
第
三
セ
ク
タ
ー
等
に
関
す
る
議
論
に
つ
い
て
は
、
拙

著
（
（（
（

が
参
考
と
な
る
。
さ
ら
に
、「
自
治
体
財
政
健
全
化
法
」
と
の
係
わ
り
に
お
け
る
議
論
、
ま
た
自
治
体
財
政
の
破
た
ん
回
避
な
ど
に
関
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す
る
対
応
な
ど
に
つ
い
て
は
、
拙
著
（
（（
（

が
参
考
と
な
る
。
い
ず
れ
も
、
関
連
書
と
し
て
参
照
さ
れ
た
い
。

（
15
）	　

こ
こ
で
「
財
政
的
支
援
」
と
は
、
補
助
金
、
貸
付
金
及
び
損
失
補
償
の
こ
と
を
い
う
。

（
16
） 　

第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
う
ち
、
清
算
手
続
中
、
休
眠
中
、
設
立
後
間
も
な
い
等
の
理
由
に
よ
り
財
務
諸
表
（
損
益
計
算
書
、
収
支
計
算
書
）

が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
二
二
法
人
に
つ
い
て
は
、「
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
経
営
状
況
」
か
ら
除
か
れ
て
い
る
。

（
17
） 　

財
務
諸
表
が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
た
め
に
経
営
状
況
等
調
査
対
象
法
人
か
ら
除
か
れ
て
い
る
二
九
法
人
の
う
ち
、
長
期
休
眠
中
や
法
的
整

理
手
続
中
等
の
二
六
法
人
を
除
い
た
三
法
人
に
つ
い
て
は
、
本
項
目
の
対
象
に
加
え
て
い
る
。

（
18
） 　

こ
れ
ら
の
課
題
な
ど
に
つ
い
て
は
、
出
井
信
夫
編
著
﹃
指
定
管
理
者
制
度
﹄（
学
陽
書
房
、
平
成
一
七
年
二
月
）
お
よ
び
出
井
信
夫
・
吉

原
康
和
﹃
最
新
事
例　

指
定
管
理
者
制
度
の
現
場
﹄（
学
陽
書
房
、
平
成
一
八
年
四
月
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
19
） 　

出
井
・
前
掲
注
（
12
）
書
お
よ
び
出
井
信
夫
﹃
基
礎
か
ら
わ
か
る　

自
治
体
財
政
分
析
﹄（
学
陽
書
房
、
平
成
一
六
年
五
月
）

（
20
） 　

出
井
・
前
掲
注
（
18
）
書
お
よ
び
出
井
・
吉
原
前
掲
注
（
18
）
書
。

（
21
） 　

出
井
・
前
掲
注
（
12
）
書
お
よ
び
出
井
・
前
掲
注
（
19
）
書
。

（
22
） 　

出
井
信
夫
﹃
基
礎
か
ら
わ
か
る　

自
治
体
財
政
再
建
﹄（
学
陽
書
房
、
平
成
一
九
年
六
月
）
お
よ
び
出
井
信
夫
﹃
基
礎
か
ら
わ
か
る　

自

治
体
財
政
分
析
（
改
訂
版
）﹄（
学
陽
書
房
、
平
成
二
〇
年
五
月
）。


